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国民健康保険税納税通知書（本算定賦課）の見方 

 

★本算定賦課とは 

💡毎年７月に前年中の所得をもとに計算した国民健康保険税本算定通知書を送付します。 

７月から翌年３月（第４～１２期）までに支払う保険税は、確定年税額から暫定賦課額の合計

を差し引き、期別に振り分けた納税通知書を送付します。 

 

 

★国民健康保険税納税通知書（本算定賦課）の見方 

 

１ページ目                                       

「どなたの」「何年度分の」保険税かを確認できます。 

 

例）世帯主：松島 太郎 

 妻  ：松島 花子 

 

◆納付書の方 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【宛名の記載例】 
例１：松島 太郎 様   世帯主名が記載されます。世帯

主が国保に加入していない場合
でも世帯主名で届きます。 

 
例２：松島 花子 様   送付先を設定している場合は送

付先宛名の下に「●●様分(世
帯主名）」と表示されます。 

 
  

    

令和●年●月●日 

１ 

２ 
３ 

（松島 太郎 様分）  

松 島 

町長印 
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◆口座振替の方 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆特別徴収者の方 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 令和●年●月●日 ３ 

宛名 

２ 

４ 

５ 

１ 

宛名 

２ 

令和●年●月●日 ３ 

６ 

松 島 

町長印 

松 島 

町長印 
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💡各項目の解説 

１ 課税年度 課税した年度を確認できます。 

２ 納税義務者欄 納税義務者（世帯主）宛に通知します。世帯主の方が国保に加入し

ていない場合であっても、世帯の中に被保険者がいる場合は世帯

主の方が納税義務者となります。 

なお、送付先を設定している場合は、送付先設定者の名前の下に世

帯主名が記載されます。 

３ 通知発送日 納税通知書の発送日を記載しています。 

４ 口座振替者用 口座振替対象者の方には、「口座振替用」と記載されます。 

５ 振替口座 金融機関で申し込みした振替口座の情報が記載されます。 

６ 特別徴収者用 年金から引き落としされる方は「特別徴収者用」と記載されます。 

 

 

 

 

２ページ目                                       

加入している被保険者をもとに算出した所得割額・均等割額・平等割額の算出過程を確認できま 

す。 

 

例）世帯主：松島 太郎 （６９歳、総所得金額等９０万円） 

  妻  ：松島 花子 （７月に６５歳となる、総所得金額等０円） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 470,000 

  470,000 

0 

31,020 

   11,280 

0 

     2 

2 

1 

 36,000 

 13,200 

  1,875 

 13,800 

  5,200 

  1,000 

 80,820 

 29,680 

     2,875 

     0 

0 

0 

18,000 

 6,600 

      937 

 6,900 

 2,600 

      500 

     0 

0 

0 

 55,900 

 20,400 

1,400 

14,400 

  5,100 

1,200 

     0 

0 

0 

41,500 

 15,300 

200 

77,700 57,000 

7 8 

9 10 

11 

12 

13 

14 

5 割 
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💡各項目の解説 

７ 所得割基礎額 被保険者それぞれの所得において、「総所得金額等－基礎控除（43

万円）」を計算し、世帯で合計した金額が算定基礎額となります。 

例）太郎：900,000－430,000＝470,000 円 

  花子：所得０円     合計 470,000 円 

８ 所得割額 所得割基礎額に所得割率をかけた金額です。 

※所得割率については、納税通知書の４ページに記載しています。 

例：（医療分）470,000円×6.6％＝31,020 

  （後期分）470,000円×2.4％＝11,280 

   （介護分）０円 

※介護分について、40 歳以上 6４歳までの被保険者の方で所得割基礎

額がある方は該当します。 

９ 均等割額 世帯の国保加入者の人数によって税額が変わります。 

※均等割額については、４ページに記載しています。 

例：（医療分）18,000円×２人＝36,000 

  （後期分） 6,600円×2人＝13,200 

  （介護分）  7,500円×１人×3/12 月＝1,875 

    ※例で示している世帯は妻が 7 月に 65 歳になり、４月～６月の３ヶ月

分を介護分として計算するため、3/12 で税額を計算します。 

１０ 平等割額 1 世帯あたりに必ずかかる税額です。 

※平等割額については、４ページに記載しています。 

例：（医療分）13,800円（1 世帯） 

  （後期分） 5,200円（1世帯） 

  （介護分）  4,000円×3/12 月＝1,000 

※例で示している世帯は妻が 7 月に 65 歳になり、４月～６月の３ヶ月

分を介護分として計算するため、3/12 で税額を計算します。 

１１ 軽減額 一定の所得金額以下の世帯に対する軽減制度に該当した場合、均

等割額、平等割額の合計額から差し引かれる金額です。 

※軽減額については、４ページに記載しています。 

例：均等割額（5 割軽減） 

（医療分） 9,000 円×2 人＝18,000円 

（後期分） 3,300 円×2 人＝  6,600 円 

  （介護分） 3,750 円×3/12月＝937円 

  平等割額（5 割軽減） 

（医療分） 6,900 円（1 世帯） 

  （後期分） 2,600 円（1 世帯） 

  （介護分） 2,000 円×3/12月＝500 
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※例で示している世帯は妻が 7 月に 65 歳になり、４月～６月の３ヶ月

分を介護分として計算するため、3/12 で税額を計算します。 

１２ 年税額 医療分、後期分、介護分においてそれぞれ「所得割額＋均等割額＋

平等割額）－ 軽減額」で求めた合計額が年税額となります。 

例：（医療分）80,820円-18,000 円-6,900円＝55,900 円  

（後期分）29,680 円-  6,600 円-2,600円＝20,400 円 

  （介護分）  2,875円 - 937円 -  500 円 ＝ 1,400円 

                                          合計額77,700円 

１３ 暫定賦課額 暫定賦課として第１～３期で課税されている金額となります。 

                                          合計額20,700円 

１４ ４期以降に納

付すべき額 

１２の年税額から１３の暫定賦課額を差し引いた金額が４期以降

に納付すべき額の合計となります。 

例：（医療分） 55,900円 -14,400円 ＝ 41,500 円  

（後期分） 20,400 円 -  5,100 円 ＝ 15,300円 

  （介護分）   1,400円 - 1,200 円 ＝   200 円 

合計額57,000円 

 

※端数を調整しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 6 / 12 

 

３ページ目                                       

期別ごとの税額を記載しています。 

 

◆普通徴収の場合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆特別徴収の場合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 1 期 

第 2 期 

第 3 期 

第 4 期 

第 5 期 

第 6 期 

6,900 

6,900 

6,900 

6,600 

6,300 

6,300 

6,300 

6,300 

6,300 

6,300 

6,300 

6,300 

第 7 期 

第 8 期 

第 9 期 

第 10 期 

第 11 期 

第 12 期 

77,700 

暫定賦課額

額 

令和●年 4月（仮） 

令和●年 6月（仮）

令和●年 8月（仮） 

令和●年 10 月 

令和●年 12 月 

令和●年 2 月 

6,900 

6,900  

6,900 

19,000 

19,000 

19,000 

77,700 

令和●年 4 月 

令和●年 6 月 

令和●年 8 月 

19,000 

19,000 

19,000 

57,000 

15 

17 

仮徴収額 

18 

19 

本徴収額 

翌年度 
仮徴収額 

7 月以降の
納付金額 

16 
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◆普通徴収・特別徴収の併徴者の場合 

普通徴収の納税通知書に７期以降の記載がなく、右上の特別徴収の徴収月が１０月から記載さ

れている場合は、普通徴収から特別徴収へと切り替わりますのでご注意願います。 

 

＜普通徴収＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜特別徴収＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 1 期 

第 2 期 

第 3 期 

第 4 期 

第 5 期 

第 6 期 

6,900 

6,900 

6,900 

9,500 

9,500 

9,500 

0 

0 

0 

0 

0 

0 

49,200 

     0 
0 
0 

 9,500 
9,500 
9,500 
28,500 

普通徴収分賦課額 

 

 

令和●年 10 月 

令和●年 12 月 

令和●年 2 月 

 

         49,200 

 

 

          9,500 

          9,500 

          9,500 

         28,500 

 

令和●年 4 月 

令和●年 6 月 

令和●年 8 月 

9,500 

9,500 

9,500 

28,500 

第 7 期 

第 8 期 

第 9 期 

第 10 期 

第 11 期 

第 12 期 

暫定賦課額 

15 

18 

20 

翌年度 
仮徴収額 

同額記載 

本徴収額 

19 

21 

20 

7 月以降の
納付金額 
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💡各項目の解説 

１５ 暫定賦課額 暫定賦課額がある場合、第１～３期に記載しています。 

１６ ７月以降の 

納付金額 

７月以降の各期別の税額を記載しています。１４に記載した金額

を第４～１２期の９回で割り、端数が出た場合は第４期の金額に

含めた税額で納付することになります。 

例 57,000円÷９回＝6,333→第５～１２期 6,300 円 

  57,000円－6,300円×８回＝6,600 円 

  第４期 6,600 円、第５～１２期 6,300 円 合計 57,000 円 

１７ 仮徴収額 4 月～８月に仮徴収する年金特徴額を記載しています。 

１8 本徴収額 １０月～翌年２月に本徴収する年金特徴額を記載しています。 

１９ 翌年度 

仮徴収額 

翌年度の４月～８月に年金特徴となる仮徴収額を記載していま

す。 

２０ 普通徴収額 併徴者の場合、普通徴収の納付額を記載しています。 

２１ 特別徴収額 併徴者の場合、10 月以降の特別徴収の納付額を記載しています。 

併徴者の場合１８と２１は同額になります。 

 

 

４ページ目                                       

国民健康保険税を計算するにあたって、算定基礎となる税率及び軽減額を記載しています。 

 

◆算定基礎表 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

算定に使用する税率・税額

を記載 
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◆低所得者に対する軽減について 

世帯の軽減判定所得が下表に該当する場合は、保険税の均等割額・平等割額が軽減されます。 

 軽減が適用になるかどうか判断するためには所得の申告が必要になります。 

 

参考（令和 6 年度） 

軽減割合 前年の総所得金額が下記の金額以下の世帯 

7 割軽減 基礎控除額（43万円）＋10 万円×（給与所得者等の数（※1）－１） 

5 割軽減 基礎控除額（43 万円）＋29.5 万円×被保険者数（※2）＋10 万円×（給与所得者

等の数（※1）－１） 

2 割軽減 基礎控除額（43 万円）＋54.5 万円×被保険者数（※2）＋10 万円×（給与所得者

等の数（※1）－１） 

※1 一定の給与所得者（給与収入 55 万円超）と公的年金所得者（公的年金等の収入が 60 万

円を超える 65 歳未満の方、又は公的年金等の収入が 125万円を超える 65 歳以上の方）

の合計数。 

※2 同一世帯に所属し国民健康保険の被保険者から後期高齢者医療の被保険者に移行した方も

含む。 

 

◆軽減の判定について 

・軽減の判定は賦課期日（４月１日現在、新規加入時及び世帯主変更時等）により判定します。 

・国保に加入していない擬制世帯主の所得も含まれます。 

・国保世帯内に所得申告をされていない方がいると軽減判定ができません。 

・65 歳以上の方で年金所得がある場合、当該所得から 15 万円を限度に控除した額で判定しま

す。 

・事業主の方は青色専従者給与額、事業専従者控除を必要経費として控除せず判定します。また、

専従者が事業主から支払を受けた給与（専従者給与）は軽減判定所得に含みません。 
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５ページ目                                       

「どなたが」「何ヶ月加入」していて、「個人ごとの課税額がいくらか」を確認できます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

💡各項目の解説 

２１ 氏名 国民健康保険に加入している被保険者名を記載しています。 

世帯主が国民健康保険に加入していない場合、世帯主名は記載さ

れません。 

２２ 課税内訳区分 医療分・後期分・介護分の額を記載しています。 

40 歳以上 65歳未満の被保険者の場合、介護分も記載されます。 

２３ 加入月数 年度内の加入月数が記載されます。介護分について、年度途中で６

５歳になる方は、６５歳になる月の前月までの加入月数で記載さ

れます。 

※年度途中で 40 歳になる方は、40 歳の誕生日の前日が属する

月から介護分が賦課されます。この場合は、40 歳になるのを待っ

て介護分が増額となるので、誕生月の翌月に増額となった納税通

知書を送付します。 

２４ 所得割基礎額 ７ に記載のとおり。 

２５ 所得割額 ８ に記載のとおり。 

２６ 均等割額 ９ に記載のとおり。 

２７ 個人算出額 個人ごとの年税額を記載しています（軽減世帯の場合、軽減前の

金額で記載しています）。 

(例) 

松島 太郎     （医療分） 

          （後期分） 

松島 花子     （医療分） 

          （後期分） 

          （介護分） 

 

12 

12 

12 

12 

3 

 

470,000 

470,000 

0 

0 

0 

 

31,020 

11,280 

0 

0 

0 

 

18,000 

6,600 

18,000 

6,600 

1,875 

 

49,020 

17,880 

18,000 

6,600 

1,875 

21 22 

23 24 25 26 27 

世帯計 
93,375 円 
 
※軽減世帯の場合、軽減前
の金額となる 
※平等割額は含まない 
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例：（太郎）医療分 49,020 円＋後期分 17,880円＝66,900円

（花子）医療分 18,000円＋後期分 6,600 円 

＋介護分 1,875円＝26,475 円 

合計額93,375円 

※世帯で課税される平等割は含まれておりません。そのため、全

員の算出額を合計しても年税額とは一致しません。 

 

 

 

６ページ目                                       

１．下段については、５ページに記載されている個人算出額の合計額に平等割額を加算した額か

ら、軽減がかかる世帯については軽減額を差し引き、年税額を算出しています。 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

💡各項目の解説 

２８ 個人算出額計 ２７ で算出した被保険者全員の合計値を記載しています。 

２９ 平等割額 １０ に記載のとおり。 

３０ 軽減額 １１ に記載のとおり。 

３１ 年税額 １２ に記載のとおり。 

 

 

 

93,375 
   67,020 

24,480 
1,875 

20,000 
   13,800 

5,200 
1,000 

25,537 
18,000 
6,600 

   937 
0 

0 
   0 

0 
0 

10,000 
 6,900 
 2,600 
   500 

35,537 
24,900 
 9,200 
1,437 

77,700 
   55,900 

20,400 
1,400 

77,700 
   55,900 

20,400 
1,400 

28 29 30
ん 

31
ん 
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★参考 

💡介護分に係る賦課額の考え方 

介護分については、４０歳以上６５歳未満の被保険者が負担するものとなっています。 

 

【年度途中で４０歳になる方】 

・４０歳の誕生日の前日が属する月から介護分が賦課されます。この場合、４０歳になった翌月

に介護分が増額となった納税通知書を送付します。 

 

【年度の途中で６５歳になる方】 

・６５歳の誕生日の前日が属する月の前月まで介護分が賦課されます。この場合、あらかじめそ

の条件で賦課していますので、後日減額となった納税通知書は送付されません。 

 

 

💡年度途中で７５歳になり後期高齢者医療制度に移行する場合の考え方 

・年度途中で７５歳になる場合は、お誕生月の前月までの保険税を計算しております。お誕生月

以降は後期高齢者医療保険料の支払いとなります。 

 


